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　日本経済と財政は現在、大きな構造転換期にあります。米中対立やウク
ライナ情勢、経済安全保障の進展によりグローバル化が変質し、資源価格
上昇や円安が進んでいます。これに加え貿易赤字の定着が物価上昇圧力を
生み、インフレが継続する構造となっています。
　さらに、生産年齢人口の急減により労働供給は限界に達し、女性や高齢
者の労働参加拡大も頭打ちとなり、「第２のルイス転換点」を迎えています。
本格的な人手不足が進む中で、設備があっても労働力不足で稼働できない
状況が広がり、需給は逼迫しています。この結果、従来のGDPギャップでは
説明できないインフレが生じ、労働投入不足が物価上昇の主要因となりつ
つあります。（図１）
　財政面では、インフレによって名目GDPが伸び、社会保障費の伸びは相
対的に抑制され、医療・介護費はGDP比で安定化しています。「骨太方針」や
新たな財政ルールも作用し、社会保障の持続可能性は一部改善していま
す。しかし、国の財政は依然として赤字であり、金利上昇による国債利払い
費の増加や大型補正予算が大きなリスクとなっています。（図2）
　今後は、インフレ転換の効果が続く一方で、金利上昇に伴う財政コストの
顕在化が避けられません。人手不足への対応とともに、財政運営では利払
い費と補正予算の管理が重要な課題となります。日本経済はデフレ期とは
異なる新たな局面に入り、政策判断の枠組みそのものの見直しが求められ
ています。
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